











自由化に制度移行 した場合 との便益 と費用に関して、定量的に比較考量することを目的とし
たものである。内外価格弟の是正、電力iii格低廉化による産業の国際競争力の上昇等を目指
し、臼本では規制改革の一tomとして電力事業制度改革が行われてきた。現行制度では、2005
年4月 以降、高圧需要で、原則 として契約電力がSOkW以.ヒの需要 までが小売自由化の対象
とされている。しか し、家庭部門は規制部門とされ競争が認められておらず、2007年の自由
化範麗拡大に関する検討においても、その拡大が先送 りされる結果となった。
自由化範囲の拡大に伴 う費用便益分析に関す る研究は少な く、発 ・送 ・配電 の完全所有分
離を進め、全面自由化に移行 した英国、同 じく運営分離を進め、全面自由化 した州 を持つ米
国の事例を参考としなが ら考察 を行 旗、本論.文では、分析に独自姓を確保すべ く主に以.ドの
2点に着目する。
第1点 目は、需要関数の推定で ある。その分析の簡便 さから需要関数 を垂直 と仮定 し、価
格弾力性はないとして分析を進めている研究は多い。 しか し、価格弾力性が存在 し、需要曲
線が垂.直でない場合は価格低.rに伴 って販売電力量が増加するため、自由化範囲が拡.大す る
に伴い さらにその販売量は増加 し、社会的余剰に影響を与えることが考 えられる。本vNB文で







関の感応度係数の大きさにも:表されて.いるように、他産業の費用に大 きなインパ ク トを与え




以上の点に着 目し、総余剰を考察 し、制度変更 に伴 う費用と比較することにより、日本に











電気事 業法改 正 によ り、電 力会社 に卸 電力 を供 給 す る独立 系発電事 業.者ω(IPP:
IndependentPowerProducer)の参入 が認 め.られ る(発 電 自由化)。 また、特定
の地点 を嬉 象 とした小売 供給 が特 定電気 事業者[?Jに認 め られ る。
特 別 高圧 需 要 家(受 電 電 圧20,000ボル ト以 上、 契 約 電 力2,000kW以..t.の需 要
家:需 要 電 力 量 の 約3割)に 対 して、 蒋 定 規 模 電 気 事 業.者〔3}(PPS=Power
Producer&Supplier)による小 売が認 め られ る。(電力小売 の部分 自由化)
電源 調達の 多様 性 を 目的 と し、 日本卸電 力取 引所 が設.立。
2000年に定 め られた基準 を500kW以上 に引 き下 げ。需要電 力量の約4割 が 自由
化。




有 し、.各部門を一貫 した体制で事業 を行 うことを認める制度である。 この点、例 えば発 ・
送 ・配電の完T所 有分離 を行ってきた英国、そ.れと類似 した構造分離を目指すEU諸 国、送
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電系統の管理 ・ｫaを独立系統運用.者に委ねる運営分離を行 う米国 とは大きく異なる点であ
る。
諸外国 における自由化 の動 き
欧州では、1996年のEU電 力指令により、.共通電力市場の形成 を目指 して、加盟国が自由
化を行ってきた。国により自由化の進展度合いは様々であるが、特に注目すべきは英国であ
る。サ ッチャー政権のもと、非効率な国営事業の民営化が急激に進め られ、1990年3月に電
気事業.再編、翌4月 か ら.発電部門の全面itFN化を進め.卸 電力.市場(強 制プール市場)の 創
設、小売供給の自由化が行われ た。EUは、英国、北欧の電力自由化実験を重視 し、2003年、
EU電力指令により、2007年までに電力の全面自由化 と、送電部門の法的分離を各国に義務
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イタリア
1・産業用 t 0.4 as3 0.51 0.39 1.27 0.42
〔出 典:OECD/1践A)
我が国では内外価格差の是止が重要な課題 とされ、電 力改 革が進められてきたが、その差
は未だに開いていると言える。本論文では、電力自由化に関する影響分析を考察し、その影
響は以 ドのような経路を取 ると考える。
① 「全面白由化による競争拡大により 平均 費用が低 卜
・般 的 に、 自由化範囲の拡大 に伴 い、競争 の増進等 に よる効率 化効.果か ら平均 費用は低下
す るこ とが考 え られ る(n;。日本 において も、 自由化の漸進 的進展 につれ、 その直接 的、潜 在
的競 争圧 力 か ら電 力1kW.h当た りの平 均 費用 は低..r傾向 を示 して い る(図 表3)。(但 し、












































































(出・典:電気.事業 連 合会 ホ ー ムペ ー ジ よ り作成)
②電力料金の低下
戒能(2005)によれば、電気事業において、これ ら平均費用の低減が産業用料金 ・価格と





























































































デル)を 推定 し、全面自由化による競争により、価格低.ドに対 してどの程度の需要の増加が
見込まれるかを考察する.
需要 関数の推定
ここで は、1970年度か ら2008年度 のデ ー タに基 き、 家庭用 、産業用 の電 力の需要 関数 の
推 計 を行 う。分析 に用 い るデ ー タは沖縄電 力 を除 く一般 電気事 業者9社 の合 計値 とし、電 気




被 説明 変B.は 第i期 の電 力需 要 と し、:家庭 用 は1'電灯.合計(MWh) ..1、産 業用 は1997年
度 まで は 「電 力 合 計(MWh)」、1998年度 か らは 特 定 規 模 需 要(sを 加 え た、 「電 力uj
(MWh)」+「 特定規模需 要(MWh)Jと す る。
説明変数
UL明変数は、以 ドの3つ を用いた。第i点 目のP;は第i期の電力料金とし、家庭 用は 「実
質平均電灯料(1'1/kWh)」、産業用は 「実質平均電力料(円/kwh)一1を用いた。前者は、
売電収入である 「電灯料」を電 力販売量である 「.電灯合計」で除 したものであり、'2005年
度基準の消費者物価指数(出 典、総務省統計局)で 実質化 している。後者は、同 じく売電
収入である 「電力料」 を、電力販売量である 「電力計」 と 「特定規模需要」の合計量で除









また、時 系列 デー タの定常性 を・考察す るため 、Augmentedllickey=FullerTestを行 い、 各
デ ー タが 単位 根 を持 つ か どうか を検 定 した。 そ の結 果、 家庭 用 ではlnQ(P値:0.000ユ)、
InGDP(同0.0012)、そ してlnQ;.1(i⑪,0000)に関 して1%有 意水 準 で、lnP(同0.0321>
に関 して は、有 意水準5%で 単位根 は持 たな い と判断 された。
...・方、産 業 用につ いて は、 家庭 用 で はIn(;DP(同0.0012)、lnQ;.1(同0,0065)に関 して
有意水 準1%で 、[nP(1司O.0339)、lnQ(同0.Ol87)に関 しては有 意水準5%で 単位根 は な し
と判 断 され た.
推定結 果
TSPversion4.3を用 いて、1970年度 か ら2008年度 の39期 間 を対 象 と し、最小 二乗 法 を用
い て各需 要 関数 を推定 した。 なお、後述 の とお り、産 業 用 に関 しては誤差 項 の不均 一 分散
の有 無 を検 定す るWhite検定 を行 った ところ、検 定統 計量 で ある観測値 数 に決定係 数 を乗
じた値 が17,61394(P値:0,0243)とな り、不 均.一分散 の可 能性 が示 唆 され た ため、White





t値 を 示 す 。 ★★★.は1%水 準 、 畑 は5%.水 準 、 ★はie%水 準 で 統 計 的 に 有 意 で あ
































































こ こで、産業 用、 家庭 用 とも、自由度修正済 み決定係数 は0.99を超 えてお り、 モデル と し
て は当ては まりが 良い ことを示 す。 また、Cw4"..項の正規性 を検証 す るため、JarqueandBera
検定 を.行った結果 、同検 定量 は家庭 用 に関.して0..2(P値;0.70)、産 業 用 に関 して0.89(P
値:0.64)と、 どち らも正 規分布 して い るこ とを確 認 した。 各パ ラ メー タのP値 を見 ると、
多 くは有意 水準1%で 帰 無仮 説 は棄 却 され、..一部5%で 棄 却 され る。 また、両 モデル ともF
値 も十分大 きく、すべて のパ ラメー タがゼ ロとな る帰無仮 説 も棄却 され る。..一方、家庭用 に
関 して4階 までの誤差 項の系列相 関の有無 を検定 す るためBreasch-GodfreyのLM検定 を行
った。 その結 果、観 測値数 に決定係 数を乗 じたLM検 定量 は4.6033(P値:n.3305)とな り、
AR(4>に 関 して まで系列 相 関は犯 られなか った。同様の検 定 を産 業用 に対 して も行 った結
果、 その値 は2.1266(P値=0.71254)とな り、系列相 関無 しとい う帰 無仮 説は棄 却 され なか
った。最 後 に、 家庭 用 に対 して誤差項 の不均 ・分散 を検証 す るため にWhite検定 を行 った。
結 果 は、観 測値 数 に決定 係数 を乗 じた値 はL.f3547(P値lO.S982)とな り、.不均一分散 無 し
とい う.帰無仮説 は.棄却 されなか った、
仮建
....r図は





































(出典=電 気 事 業連 合 会HPとEurelectricHPより作 晟)
仮定 全 面 自由化 に移 行 した英 国、 ドイツ、 ノル ウS一一、 ス ゥェー デ ン1フ ィンラ ン ド、
オ ース トリアを含 むEU加 盟15力 国 の家庭m電 灯 料 金 は1995年度 か ら2004年度の9年 間
で15,3%の.料金低 下 を示 して お り、年 率1.83%の料金低..ドが観 察 され る。.・方、El本では
ユ995年度 か ら2004年度 の9年rayで7.07%の料金 低..rを示 してお り、 そ の低..ド率 はT
O.81%である。
c本 で家庭部門 も含 めた完 全 自由化 に移行 した際、構造 分離 が...:一段 とレベル ア ップ され 〔61、
かつ、EU程 度 の競 争状況 が生 まれ る と仮定 し、 同程度の料金低下 率が実現す ると考 える。
ベー スラ イン
nに おいて、全面 自由化に移行せず、現/fの部分自由化 を維持する場合。 この場合、上
述の仮定より、9年間で7.07%(年率0β1%)の料.金低廉化が実現するもの とする。
全面 自由化移行 ケース
家庭 部 門 を含 め、全面 自由化 に制度 移行 す る場合 。 この場 合、 上述 の仮 定 よ り、9年 間で
25.s%(年率1.83%)の料金低 廉化 が実 現 す る もの とす る.な お、2009年度 を制度 移行 期
間 と し.、zoia年度 か ら全 面 自由 化 に移行 す ると想 定 す る.両 ケー ス とも、2009年度 か ら、
2020.年度 までの12期 問 を分析の 対象 とす る。

















































































これ らの仮定に基 き、料金水準を予測 し、先 に求 めた家庭用需要関数の説明変数(1nP>
の係数 「一〇.125621」に各年度の料金変化率を掛 け、需要増加割合を推定 した(v;。そ して、需











ここでは、輸人の取 り扱 いに関 しては.」.nLのような競争輸人型モデルを想定 し、輸入誘発
分を控除 した国内生産誘発高を求めた,、逆行列係数 ∠.r一`1-1ゆ!1/..1に関 しては、総務省統計
局より2005年逆行列係数.表108部門表か ら、また輸人率 に関 しても同輸入表108部門表か
らデー タを得 た。 ここで、予想 される各年度の電 力需要増加量(aQ)に 産業連関表が作
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成 された2005年の電力価格 を掛け合わせ たものを新規国内最終需要 と.見なし、それに国産
自給率 σ一M)を乗 じたものを先の逆行列係数に掛け、国内生産誘発高Xを 求めた。なお、





































































































673090.5 1076,545 7.03 1045.15 139.8035 231.5625
674636.3 iosazsz 7.0509 99P,.4842 140.1240
..一一
232.0943
676556.6 1042,315 1.092727 9.i3.H656 iaa.aaea 232.6273
677738.5 1025.61 i.izssos 140.?689 233.1615




























ベ ー ス ラ イ ン
年度 予 測料 金
(円/kWh;
.巾.r耐」r一...「ゴ.....






2009年度 20.0689e" 82.0452 293090654
zoia年度 19.90608 81.37949 一〇.00811 0.001019 293389398
2011年度 19.74456 8C'19i8 一〇.008S1 0.001019 293688447
2012年度 19.5843fi 86.OG42< 一〇.008i1 0.001019 293987800肋..
2942874582013年度 19.42545 79.41459 一〇,OO811 0.001019
2014年度 19.26783 78.77022 一c.00811
.了■...■
o.ooiois 294587422
2075年度 19.11149 78.13108 一〇.DO811 O.001019 294887692






2018年度 18.65005 一一〇.ooaii.o.ooioys 295790338
2019年度 18.49872 75.62596 一〇.0081110.001019 296091834
2020年度 18.34862 75.01233 一〇.oosii,o.ooiois 296393637
合計 1 :
















































1.125509 415.2835 62.24023 103.0911
1.559274 0.00.3241 62.30367 103.1962
.■r■..「..一一.一.一
1.194052 385.9435 62.36717 103.3014










以..1:より、現行制度 を維持 した場合 、20/0.年度 か らzozo年度 までのiH余 剰 の増 分額
の合 計 は、2009年現在価値 で4273,6億「1とな るの に対 し、全面 自由化 に移行 した場 合 、 そ
の値 は9243.7億円 とな る.そ の 差分 は497⑪.1億円 とな り、制度 移行 した場n、 消 費 者(家
計〉 に 多 くの余剰 が生 まれ ることが推 定 で きる。 なお、今回 は各ケー スの余剰の 差 分に興味
があ るために、両者の変化が表れ るzoia年度 か らのiidを比較 した、
一iis一
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また、価格低 廉化 によ り生 まれ る追加 的電 力需 要 を生産す る ことに対す る全産 業へ の需 要
効果 を含 めた経済 波 及効果 は、2005年度価格 基 準 評価 で、ベ ーヌ ライ ンの ケースが1136,3
億}1]であ るの に対 し、全面 自由化 移行 ケ 一ース では2576.6億円 とな り、 その差 は1440.3億円
とな る。
以上 か ら、消 費 者余剰、生産者 余剰 ともに増加 す ると考 えられ る。
(b)産業用電力価格の低下による中間投入費用削減効果 と、それを通 じた他産業に
おける生産者価格低下(価格分析)
定 産業用電力価 にも全 自由化の料金低下が反映される
この仮定を支持する考 え方は、電力料金の低下率は、競争の範囲、程度に依存するとい う
考え方である。現在自由化対象 となっている特定規模需要の販売電力量は、総販売電力量に
対 して62,3%である。すなわち、今後に競争が働 く余地は残 りの37,7%である。ここで料金
水準は、競 争の増進に比例 して低下すると仮定すれば(や や機械的だが)、全面自由化す る
際 競争の増進か らtsos(=1/0.623)倍の料金低下の余地がある。その論理 としては、家
庭需要 を開拓 しようと新たに新規参入者が市場に入り、既存の発電事業者 とその家庭Nl需要
を奪い合 うことにより、既存の事業者 も競争に勝つために効率化する必要に迫 られ、平均 費
用を低下 させ ることにより、おのず と競争環境の中で価格を.ドげざるを得ない とい うもので
ある。
.一方で、産業用電力に関 しては既 に自由化が行われ、家庭部門を自由化 したところで既存
の自由化領域の料金に影響はないとする考 え方 も存在する。 この点に関 しては、諸外国の事





ここでは電力部門を外生化 し、全産業の生産量が一.・定 と仮定 した上で、電力価格が低下 し
た場合の直接的な影響を考察す る。
電力価格低下による、各rの 中間財電力投入費用の削減額は以下のように求め られる.












ここでは、電力価格が1%低下 した場合の費用削減額 を上式を用いて計算 した。 この場合、
電力部門を除いた107部門 における費用削減額.は.1062,7.億円とい う極めて大きな効果を示
す。各部門の粗付加価値率は、このような費用削減効果 に.よって変化 しないと仮定すれば、










均 として 「一〇..407.%.」.の価.格低下が推定 された,最 も価:格低.ド.率.の大 きい部門 は電力投 入量
の大き.い「無機化学工業製品」.の「一1.7P7%.」、次いで 「.金属鉱物.tの.「…1.300%」.、「非鉄金
属精錬 ・精製」の 「一1..Q92%.」が続 く。 また、消.費者に関連の深い 「衣服 ・その他の.繊維既




また、需要量.一定 とい う仮.定を発展 させた場合、これ ら消費者が購入する各財.に対 し、個


















が考えられ るp2;。以 トにそれぞれについて説明を行 う,,
a)メ ー ター設置費用
メー ターに関 して は、 プ ロフ ァイ リングを実施 す る場合 とイ ンターバル メー ター を設置 す
る場合 の2通 りが考 え られ るが、[本 の場合 は応益 負担の考 え方 が浸透 してお り、従来 どお
りイ ンターバル.メー ター を設置す ると考 え るの が妥 当であ る。 メー ターに関 して はEssential
Facilityであ るとい う考 え方 もあ り、法改 正 を通 じ、....一・般電 気事業者 か ら新規 事 業者 に払..ド
げ、貸 与等 も考 えられ るが、 こ こで は費用 の最 大値 を考 察す るため、供給 者 を変.吏す る際、
メー ター を新 しく設 置す ると想定す る.
ここでは、定額電灯、及 び公衆街路 灯以外の規制 部門需要家 をメ ーター設置 の対象 とす る。










2003年度 末 55400138 26961611242476. ..L.罰.「ヒ.内ゴ...内1366'56340161
2004年度 末 55613507 27363961235228 1311`56586362o.ooazz
2005年度 末 55791500 2768628 238513 1242'58799863 0.00364




2007年度 末 55890014 2622056
…
831 58920960 一〇.oooos
2008年度 末 55611160 2828166 183511 766 58623597 一〇.oosos
(出典1電気事業連合会HNデータをもとに著者作成)
増 加率の平均 値 は0.00098であり、2009年度か らもこの 割合で契 約口数 が増 加す る と仮定
する。
次 に離脱 率 〔13}につ い て考 察 す る。米 国 のEIA(EnergyInformationAdministration)の
「F,lectricPowerAnnual`LOO5によれば、構造改 革実施 州の2005年時点の離脱率 は、家庭 部
門が6,6%、その他 の部門 が29.9%となって いる。米 国で は1997年より順次 自由化が始 ま っ
てお り、家庭 部門 での6.6%の離脱 率 が、 自}餐化 が始 ま るの が遅 れ た州 も含 め、 約6年 で実
現 した と仮定 す る。 今回のモ デル ではzozo年度 までの ユ2期間 を想定 してお り、離脱率 は線
形 的に増加す ると仮定すれ ば、2020年度 において2倍 の13.2%の離脱 率が実現す る もの とす
る。
また、今uの 分析 で は家 庭部門 を対 象 と してい るこ と、 また その家庭部 門(従 量電灯A・
B)が 約9割5分 と大宗 を占め ることか ら、今回 はこの部.分に隈 って分析 を行 う.
なお、 メー ター機器 費用 およびその設 置費用 はコス トベ ネ フ ィッ ト分析検討 会(2{}07)を
参 考 とし、諸外国の事例 か らC35,00a円」 と仮定 す る。 その場合 の各年度 におけ る発生費用、



















2009年度末 55665405 o:o一 aio 1 0




2012年度 末 55828457 3.fi 2009824 679247.2?_34.93651.092727215.0002
2013年度 末 55882913 4.8 2682380 672555.4235.3944醒.125509 209.1449
zoia年度 末 55937423 s 3356245 673865.5235.85291.759274203.4488
2G15年度 宋 55991986 7.2 4031423 675177.6236.31221.194052197.9077
2016年度 末 56046602 8.4 4707915 676491.61236.77211.229874192.5773
2017年度 末 56701272 9.6 5385722 677807.51237.232fii.2ssn 187.2736
2018年度末 56155994 10.8 6064847 679125.31237.69397.304773182.7726
2019年度末 56210770 12',6745292 680445.11238.15581.343916177.2103





以上 よ り、メ ー ター費 用 とその設麗 費用 の総 計は、zoos年現在 価値 で2155.3億円 と推 計で
きる。
b)紛 争処理 費用
全面 自由化 に移行 した際 需要 家 と電気事業.者、 そ して電 気事業者 同士 との間で紛 争が起
こるこ とも考 えられ る。日本では監督 省庁 が この解決 に当たれば よい とい う考 え方 もあるが、
Kで はガ.ス・電 気消費者.協議.会(fasandElectricityConsumers'Council)の業務遂行組織
として 「Energywatch」とい う機関 が設 立 されて お り、 苫情処 理や、需 要家 にITを 通 じて最
適 な供給 者情 報の提供 を行 うな ど、 幅広 いサ ー.ビスを行 ってい る。[本 において も、全面 自
由化の 際は、同様の機 関が設.立され る と し、 その費用 を推定す る。 コ ス トベ ネ フィッ ト分析
検 討.会('1007)によれば、英 国 で必要 とされ た費用 は、設 立費 用 と して初年度 に47.6億円、
そ して毎年 の運営 費用 と して約21.7億円が計上 されてい る。 これ を.今nのモデルに当て はめ
た場 合、2009年度 に設.立費用が発生 し、その後 は運営 費用が発生す ること とな る。その費用











2009年度末 47.E 1 47.E




2012年度末 21.7 }.092727 19.85857
2013年度 末 21.7 1.125509 19.28017
2014年度 末 21.7 5.159274 18.71861
2015年度 末 21.7 嘘.194052
..」.一Lゴ
18.17341.一一一.一...一....
201fi年度 末 21.7 1.229874
.
17.64409
2017年度 末 21.7 1.26677 17.13018
2018年度 宋 21.7 1.304773 16.63124






以..ヒよ り、紛争処理 費用の総111としては、2009年現在価 値(割 引率3%)
る と推定 で きる。、
で248.4億1.月で あ
ま とめ
この章 では全 面自由化 に関す る費用.を考 察 して きたが、a)メ ー ター設 置劃.i.1は2009年現
在 価tdで2185.3億円、b)紛.争処理 費1..1:.iはnz4s.n億円で あ り、 その合計値 は2433.7億円 と














る場含、価格波及効果か ら消費者余剰は大 きく増大す ることが示唆され、全体の社会的余剰
の増分はこの額を超えて大きくなると想定される、





制度変更 に係 る費用 としては2433.7億円が推定され、その差分は2536.4億円の余剰とな り、
全面 自由化への制度移行が支持 される結果 となる。加えて、産業全体に及ぼす経済効果 とし
ても1440.3億円ほど制度移行 した場合のほうが大きい。欧州で見られる近年のメーター費用












ナンスの強化等の要素が考 えられる.こ れらは蒐いに深 く結び付 く分野であり、これ らを的
確に関連付け、効果的な競争環境を創iiすることにこそ政府9)役割が求められようp
財政制約の中、成長戦略 としての規制改革の意義は、より一層大 きくなると思われる。今






U>[PP〔独 立 系 発 電 事 業者)と は 、 発電 設 備 を 自 前で 建 設.運 営 し、電 力会 社 に 卸売 りす る 事 業 会 社 の こ
とを 指す 。
② 特 定 電 気 事 業 者 と は、 限定 され た 区域 に対 し、 自 らの 発 電 設備 や電 線 路 を用 い て ,電 力 供 給 を行 う事業
rを 指 す 。
(3)PPS(特定規 模 事 業z;と は、 特 定 規 模 の 需 要 家 に 電 力 を小 売 りす る ため に.電 力 会社 の 送電 線 ・配 電
線 な ど を使 って 電 気 を 送 る事 業.者の こ と を 指す.平 成.17年4月 か ら、 自営 線 に よ る供 給 も 可能 と な っ
た。
(4)戒能(2005>によれ ば、 電 力 業界 に お いて 「部分 自由 化 .1などの 政 策 制度 変 更 の 影 響 に よ り、設 備 投 資
σ)合埋 化 や 操 業 費 用 の 低 減 な ど の 経 営 努 力 の 強 化 が認 め られ 、過 去15年 聞 でi.均費 用 の15-20%が
低 減 し、 その うち4-5%分 が政 策 制 度 変 更 に よ る影 響 で あ る と結 論付 け て い る。
⑤ 特 定 規模 需 要 とは 、特 定 規 模 の需 要 家 に対 す る電 力需 要 で あ る、 現在 は契 約電 力50kW以 上 の需 要 家 で
あ り、総 電 力需 要 量の 約6割 に相 当 す る。
(6>電力 の構 造 分 離 レベ ル と して は、 送 ・配 電 の 系 統 問題 が挙 げ られ る。 最 も分 離 水準 が高 いの は英 国 で あ
り、 独.立会 社NationalGridによ る プ ール 市 場 が機 能 して い る。 また、 中程 度 の 水 準 と して は 米 国 で あ
り運営 分 離 を行 っ て いる が 、 日本 は 会 計分 離 に と ど ま って い る。
(7)なお 、 こ こ で は主 要 な価 格 変 化 に よ る両 ケ ー スの 余 剰 の 差 分 に注 目す るた め、GDPは 便 宜 的 に 一 定 と
仮 定す る。 ま た、 習慣 形 成 を示 すQi..1も需 要 量 に影 響 を与 え る と考 え られ るが、 よ り価 格 変 化 の 大 きい
全 面 自 由化 移 行 ケ ー スの便 益 を過 大 推 定 せ ぬ よ う、 あ えて この 影 響 を取 り入 れ な い こ と と し、価 格 変 化
の 影響 の み を考 察 す る,
(8)幾何的 近 似 法 に よ る消 費 者 余剰 変 化 分 の 推 定 方 法 は、t!6",の消 費.者余 剰 の 変化 分 をdCS(r;、電 ノj価格 を
P(t)、電 力需 要 量Q(t;とす れ ば 、dCS(t)を
dCS(t)=0.5*(P(d…1)…Y(t))*(Q(t…7)+Q(t))
と い う台 形 の 面.積で 近似 す る方.法で あ る。
(9)ある産 業 に1m位 の 最終 需 要が 生 じた場;.ま ず 当該 産 業 の 牛 産 を1単 位 増 加 させ る必 要 が あ る(1..直
接 効 果 一1)。.....一方、 その産 業 のlf2の'a:v(/tJ加の ため には 、 当該 産 業 や他 産 業 か らの 中 間 財投 入 が必 要
と な り(第1次 生産 波 及)、第1.次生 産 波 及 で 生 じ た需 要 の た め に さ らに 中間 財 投 入 が 必 要 と な る(第
2次 生 藤 波 及)。 これ らが延 々 と続 くこ とに な る が ,それ ら直接 、 間 接 的 な需 要額 の合 計額 を経 済 波 及 効
果 額 と定 義 す る。
(io>・般 に 逆 行 列の 要 素 をCii、内II.部門 数 をnと した と き、i4応度 係 数 は 以 卜.で定 義 され る.













と な る,.ただ し。(1-A)一1=m)
(iz;託送 料 金 等 を計 算 す る シス テ ム 設計 費 用 も考 え られ るが 、 英 国 のNatlonal(:ridによる プ ー ル市 場 にu
い、 既 に創 設 され て い る 口本 卸 電 力取 引所 の 活 用 を 活性 化す る こ とで 対応 す る と想定.
(13)離脱 率 とF#,竃力供 給 者を既 存の 電 力 会社(家 庭 の 場 合 は一般 電 気 事業 者)か ら新 しい 供給 者 に変.uす
る割 合 で あ る.
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